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厚生労働科学研究費補助金（長寿科学政策研究事業） 
平成 27～平成 29 年度総合研究報告書 

「要介護高齢者の生活機能向上に資する効果的な生活期リハビリテーション／ 
リハビリテーションマネジメントのあり方に関する総合的研究」 

研究代表者 川越 雅弘（埼玉県立大学大学 教授） 

【目的】本研究は、①活動・参加レベル向上に資するリハビリテーション（以下、リハ）の方法
論の確立、②これら技術を効果的に機能させるためのマネジメント手法の確立、③これら方
法論を定着させるための教育方法及びテキスト等の開発を通じて、生活期リハ／リハマネジ
メントの改善策を提案することを目的とする。 

【方法】本研究は 3 つのサブテーマ（研究 1：訪問・通所リハマネジメントの現状・課題と改善
策の検討、研究 2：リハマネジメントデータ収集の仕組みの構築とその活用に関する研究、
研究 3：教育・研修方法及びツール開発に関する研究）で構成される。各テーマに関し、以下
の方法で研究を進めた。研究 1 に関しては、①アンケート、②リハ計画書等データ、③認定・
給付データをもとにした量的分析及び事例検討会を通じた質的分析を、研究 2 に関しては、
「通所・訪問リハビリテーションの質の評価データ収集等事業(VISIT)」の展開支援のため、
①現在テキスト記入となっているリハ提供内容／利用者の生活課題領域のコード化、②プロ
トタイプの開発及びデータ収集、③VISIT データを用いたデータ分析方法、ならびにリハ事
業者及び利用者へのフィードバック方法の検討などを、研究 3 に関しては、①ヒアリングを
通じたリハ教育内容の現状把握、②リハマネジメント力強化のための研修カリキュラムの検
討及びテキスト案の開発と多職種研修の試行、③リハ会議展開支援のための DVD 作成など
を実施した。 

【結果】本研究を通じて、 
１）通所リハ利用者の課題をみると、「歩行・移動」「筋力向上」「関節可動域」が多く、リハ

内容も「筋力向上」「歩行・移動練習」「関節可動域訓練」が多かった 
２）事例分析から、①対象者の価値観、関心領域などを理解する力が弱い、②①を引き出す

対話力が弱い、③他の職種と協働する経験が少なく、理解も不十分、④対象者の弱み（で
きないところ）をみる視点が強く、本人の強みや環境の強みを生かす視点が弱い、⑤社
会資源に対する知識やネットワークが弱いなどがわかった 

３）臨床において多職種のアセスメントの視点の認知度は十分ではないが、今回の多職種研
修を通して、多職種がどのような理由でどんなアセスメントをしているのか、また何の
情報に強く何の情報に弱いのか、その弱い部分についてはどの職種と連携するとよいの
か等、具体的な連携のイメージにつながったと考えられた 

などがわかった。 
【考察・結論】リハ職はケアを必要とする人の全体像を見渡すことできる教育背景をもつこと

から、多職種連携を中心的に推進するべき職種であるはずであるが、事例検討会や地域ケア
会議の場面等でその機能が十分に発揮されていないことも否めない。また、利用者が抱える
様々な生活課題のうち、歩行・移動を中心とした領域に限定的に関与しているリハ職がまだ
まだ多いといった状況にあることもわかった（部分的関与に留まっている）。 

こうした課題を解決していくためには、リハ職への教育プログラムとして、①多職種協働
をベースとしたマネジメントの意義とその重要性を十分に伝え、リハ職がその任にあるとい
う動機付け部分と、②それを具体的に実践するためのマインドと技術を高める方法論の教育
強化の 2 段階で考える必要があると考える。 
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A. 目的 
 要介護高齢者の生活期リハでは、個人の
状態や目標に合わせて、心身機能・活動・参
加にバランスよくアプローチすることが、
また、質の高いリハを提供するためには、多
職種協働のもと、リハマネジメントを適切
に展開することが求められるが、様々な問
題点が指摘されており、リハ及びリハマネ
ジメントの在り方の再構築が必要な状況に
ある。しかし、短期目標の設定状況など、部
分的な実態把握は行われているものの、マ
ネジメントプロセス全体の実態さえ明らか
に出来ていない。 
 そこで、本研究は、①活動・参加レベル向
上に資するリハの方法論の確立、②これら
技術を効果的に機能させるためのマネジメ
ント手法の確立、③これら方法論を定着さ
せるための教育方法及びテキスト等の開発
を通じて、生活期リハ／リハマネジメント
の改善策を提案することを目的とする。 
 

B. 方法 
本研究は 3 つのサブテーマ（研究 1：訪

問・通所リハマネジメントの現状・課題と改
善策の検討、研究 2：リハマネジメントデー
タ収集の仕組みの構築とその活用に関する
研究、研究 3：教育・研修方法及びツール開
発に関する研究）で構成され、それぞれ以下
の方法で研究を進めた。 

 
１. 訪問・通所リハマネジメントの現状・課

題と改善策の検討 
１）医中誌 Web とメディカルオンライン

を使用し、過去 10 年間の文献をレビュ
ーし、ICF の活動と参加に焦点を当て
た生活期リハの効果研究の課題を明ら
かにした 

２）訪問リハ利用者と通所リハ利用者を対
象とした質問紙調査により、利用者の
特性と課題について検討した 

３）厚生労働省の調査研究事業「リハビリ
テーションと機能訓練の機能分化とそ
の在り方に関する調査研究事業」のデ
ータの一部（約 2 千例）を抽出・提供

頂き、対象者情報、マネジメント内容、
リハ内容について、社団法人日本理学
療法士協会から推薦された理学療法士
20 名と、一般社団法人日本作業療法士
協会から推薦された作業療法士 22 名、
計 42 名による分析を行った 

４）研究協力の意向のある事業所を対象に、
全国各地で研究説明会を開催しアセス
メント票等のデータを継続的に収集し、
生活期リハの現状とその効果を検証す
るための前向き調査を実施した 

５）A 市から貸与された介護保険認定・給
付データを使用し、2013 年 9 月から
2014 年 9 月にかけての受給状況の変化
の実態、および受給状況の変化に影響
を与える要因について検討を行った 

６）既存調査データをもとに、通所リハ事
業所における医師の配置状況、医師の
関与と役割、リハ職との連携状況に関
する現状を整理するとともに、通所リ
ハにおける医師の果たすべき役割につ
いて検討した 

７）一般社団法人日本作業療法士協会の事
例報告データベースから、生活行為向
上マネジメント事例を検索し、合格事
例及び不合格事例の特徴を抽出した 

８）有識者会議やヒアリングを通じて、リ
ハマネジメントのあるべきプロセスの
整理とそれを実現するために必要な機
能及び機能強化策の検討を行った 
 

２. リハマネジメントデータ収集の仕組み
の構築とその活用に関する研究 

１）研究分担者、協力者での定期的な会議
を通じて、ICF の概念を参考に、演繹
的手法を用いて、リハ目標とリハ支援
内容のコード化を実施した 

２）研究分担者の小林らが開発した、リハ
目標及びリハ支援内容のコード体系を
もとに、既存帳票類を定期的に収集す
るためのツールを開発した 

３）有識者会議を通じて、通所・訪問リハの
質の評価データ収集システム（VISIT）
データを用いたデータ分析の基本的視
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点と分析結果の活用の目的、ならびに
VISIT データの分析・活用方法の検討
を行った 

 
３. 教育・研修方法及びツール開発に関す

る研究 
１）日本理学療法士協会の生涯学習システ

ムにおける研修構成、専門領域分類と
各領域における研修水準と修了者数、
特に生活期リハにおける実態を調査し、
研修システムの課題を明確にした 

２）生活期リハにかかる大学教育カリキュ
ラムの現状を分析するとともに、生活
期リハを担うリハ職の卒前教育につい
て考察を加えた 

３）リハ職を含む多職種９名にインタビ
ュー調査を行い、リハカンファレン
スに関する質的に分析した。その後、
ICF とマネジメントを体系的に学んだ
医療・福祉職３名で、事例の整理、多職
種が参加するリハカンファレンスの運
営方法の整理及び DVD 作成を行った 

４）リハ職を中心に関係団体等を通じて参
加者を募り、東京都内で合計 9 回の研
修会を開催し、研修内容及び資料、運営
方法に関するアンケートを実施した 

５）福井県、大分県等で、定期的な事例検討
会を開催し、参加者アンケートから、そ
の方法論に対する評価を行った。さら
に、福井県及び大分県にて、多職種に参
加いただき、リハマネジメントを進め
る上で必要な各専門職の視点を付箋に
記し、これらを ICF モデルに沿って分
類した 

 
C. 結果 
１. 訪問・通所リハマネジメントの現状・課

題と改善策の検討 
１）生活期リハの効果に関する文献調査 

…54 件の文献調査から 
（１） 研究の目的・介入手段・評価方法が

活動に焦点が当たっている研究は 9 割
以上みられたが、参加に焦点が当たっ
ている研究は 4 割程度であった 

（２） 介入手段は「身体機能訓練」が 18 件
（33.3％）と最も多く、次いで、「介護
予防教室」12 件（22.2％）、「パワーリ
ハ」11 件（20.4％）、「交流」8 件（14.8％）
であった 

（３） 最も多く用いられた評価方法は握
力、片脚立位であり、約半数の研究に用
いられていた。健康関連 QOL を評価
する SF-36 と SF-8、IADL を評価する
老研式活動能力指標、生活の広がりを
評価する Life Space Assesment、要介護
度以外の 9 つの手段は全て心身機能あ
るいは活動を評価する手段であった 

などがわかった。 
 
２）訪問・通所リハ利用者の利用実態調査 

…アンケート調査から 
（１） 訪問リハ及び通所リハ利用者特性

の差異として、訪問リハ利用者は通所
リハ利用者よりも重度な要介護度が多
く、起居動作、ADL、IADL 全般にわた
って自立度の低い者が多かった 

（２） リハマネジメント上の差異では、通
所リハ利用者より、訪問リハ利用者は、
ADL、IADL、介護負担に焦点をあて、
個人の生活状況に合わせた目標設定や
訓練が行われていることが示される一
方で、通所リハ利用者は閉じこもり予
防や社会参加支援を目的とした訓練が
多く行われており、通所という環境特
性を踏まえた支援が行われていること
が示された 

（３） 通所リハ利用者の解決すべき課題
は「心身機能の維持（63.3％）」が最も
多く、日常生活上の課題では「歩行・移
動（84.1％）」「筋力向上（74.3％）」「関
節可動域（51.2％）」の順、提供されて
いるリハ内容は「筋力向上（72.8％）」
「歩行・移動練習（71.8％）」「関節可動
域訓練（52.4％）」の順であった 

（４） 医師との連携状況の差異では、訪問
リハ及び通所リハ利用者共に、指示医
との連携は計画策定時と見直し時に多
く行われており、訓練中の留意事項が
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指示事項として最も多いことが示され
た 

（５） 指示医から指示されたリハ内容は
理学療法が 7 割以上と最も多く、症状
と訓練内容は半数以上の対象者で随時
指示医へ報告されていた。一方、通所リ
ハ利用者に比べ、訪問リハ利用者は、指
示されたリハ内容では作業療法との回
答が少なく、随時報告している内容で
は症状及び訓練実施後の効果と副作用
が多いことが示された 

などがわかった。 
 
３）リハ事例のピュアレビュー 

…約 2 千例の事例検討を通じて 
（１） 職種の専門性がプランに反映され

ていない（作業療法士のプランでも心
身機能・身体構造のアセスメントにと
どまり、活動と参加についての関連が
アセスメントできていない） 

（２） 職種によりアセスメント、課題抽出、
目標設定、プラン内容に質的違いがあ
る（理学療法士では、関節可動域や筋
力、移動能力等の課題、目標設定、プラ
ンが多い） 

（３） 事業所により、アセスメントからプ
ランの内容がパターン化されており、
個別支援が読み取りにくいものが多い
（漫然としたアセスメントや課題設定
をしている事業所や計画作成者が多い
が、明確なアウトカムの設定や活動と
参加を視野においた個別支援計画も少
数だがある） 

（４） アセスメントから課題抽出、課題抽
出、目標設定、プラン内容に整合性がな
いものが多い（課題抽出で活動レベル
があがっても、目標とプランが心身機
能になっているものが多い） 

（５） 生活（活動・参加）を視野においた
プランがほとんどない（ADL や IADL
で改善の見込みありとアセスメントし
ているにもかかわらず、心身機能の維
持を目標とし、プランも心身機能にな
っているものが多い） 

（６） サービスの終了とその後をイメー
ジしたプランがほとんどない（終了イ
メージ欄はほとんどが継続となってい
る） 

（７） 通所リハと通所介護の内容に違い
が無く役割分担が必要（抽出された課
題とプランに明らかな違いが認められ
ない） 

（８） 地域の各種資源の役割と理解が不
十分であり、効果的な活用ができてい
ない（終了後のイメージがもてていな
いこと、次の資源を設定できていない
ものがほとんどである） 

などの課題が抽出された。 
 
４） 前向き調査 

平成 28 年 8 月～平成 29 年 3 月にかけて
合計 22 回の研究説明会を開催し、約 200
の事業所の協力が得られ、約 1000 例の事
例が収集できた。 
 

５） 認定・給付データ分析 
…A 市の認定・給付データ分析から 

（１） 認定調査で測定される要介護高齢
者の状態について、リハ利用者と他の
要介護認定者（施設・居住系サービス利
用者を除く）との二群間比較を行った
結果、要支援 1 から要支援 2 において
は生活機能の低下が、要介護 1 から要
介護 3 においては身体機能の低下が、
リハ利用者の状態面での特徴となって
いた 

（２） 生活機能や身体機能の 2年間の変化
について二群間比較（順位和検定）を行
った結果、リハ利用がこれらの機能の
維持・改善につながっていることを示
す結果は得られなかった 

などがわかった。 
 

６）通所リハにおける医師関与分析 
…先行研究結果の分析から 

（１） 1 事業所当たりの医師数は 0.7 人（常
勤換算）で、その 9 割が兼務であった。
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医師の専門分野は、整形外科 15.4%、リ
ハ科 6.9%でその他が 49.7%であった 

（２） 医学的管理・評価の実施率は、「問診」
77.5％、「身体診察」73.2％、「併存疾患
の管理」44.8％、「行動体力の評価」
22.1％、「認知機能検査」18.4％の順であ
った 

（３） リハ計画策定への関与状況をみる
と（事業所ベース）、「計画作成・承認」
80.1％、「リハ会議への参加」57.2％、「利
用者への説明と同意」40.7％であった。
また、計画策定への関与割合は 42.4％
であった（利用者ベース） 

（４） リハ職が指示医と連携している時
期は「計画策定時」76.0％、「見直し時」
43.3％であった。連携時の医師の指摘
事項は、「訓練中の留意事項」74.8％、
「リハ開始前の確認事項」39.3％、「中
止基準」23.0％であった。リハ目標に対
する指示は有り 56.1%、なし 37.3%で、
指示されたリハ内容は、理学療法
75.4%、作業療法 37.6％、各種訓練プロ
グラム 34.7%であった 

（５） リハ職への指示内容は、リハ開始前
の確認事項が 48.7%、運動中のリスク
が 46.7%、運動の中止基準 26.2%、日常
生活上の留意事項が 22.7%で、環境整
備や社会参加の促進に関する指示につ
いては不明であった 

などがわかった。 
 
７）OT 協会事例分析 

…生活行為向上マネジメント事例報告
登録制度提出事例の分析から 

（１） 合格事例はケースマネジメントが
できており、その内容も報告書に表現
されていた 

（２） 不合格事例は専門職としての支援
が報告書に根拠と具体性をもって表現
されておらず、それに加えて対象者と
の合意形成や多職種連携、生活行為の
引き継ぎというマネジメントが不十分
であった 

などがわかった 

８）生活期リハマネジメントに求められる
機能の検討 
…既存データ分析およびヒアリング調
査から生活期リハマネジメントにもと
められる機能を検討した結果、 

（１） 85 歳以上高齢者は、医療と介護の
両方にニーズや課題を有するため、医
療職と介護職の連携強化、ならびに両
者が「生活課題の解決及び QOL の向
上」といった共通の目標に向かって協
働することがリハ職には求められる 

（２） 介護保険では国際生活機能分類
（ICF）の概念が導入され、6 要素を総
合的に捉えた上での多職種アプローチ
が求められてきたが、生活期リハマネ
ジメントの現状をみる限り、①対象者
の価値観、関心領域などを理解する力
が弱い、②①を引き出す対話力が弱い、
③他の職種と協働する経験が少なく、
理解も不十分、④対象者の弱み（できな
いところ）をみる視点が強く、本人の強
みや環境の強みを生かす視点が弱い 

（３） リハマネジメントのあるべきプロ
セスを整理した上で、求められる機能
を再整理した結果、①ヒューマンケア
マインド、②本人の生活機能の全体像
（人物像、状態像）を俯瞰する力、③専
門性を志向する態度と行動、④専門性
を柔軟に発揮する力、⑤コミュニケー
ション能力、⑥目標達成に向け、チーム
及び自身の専門性を効果的に発揮でき
る力、⑦自己とチームの機能及び方法
を省察する力を高める教育が必要であ
る 

などがわかった。 

 
２. リハマネジメントデータ収集の仕組み

の構築とその活用に関する研究 
１）リハ目標及びリハ内容のコード化 

リハ目標コード 23 項目，リハ支援コ
ード 42 項目からなるリハサービスの標
準コードを完成させた 

２）VISIT データの分析について 
…VISIT データの利活用に関する検討
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を行った結果、 
（１） VISIT データ分析により、①制度改

正に向けたエビデンス構築、②リハ事
業所の質向上への活用、③利用者の適
切なサービス選択、意識改革（主体的な
関与など）への貢献、④計画策定に係る
思考プロセスの見える化を通じたリハ
職のマネジメント力強化への貢献、⑤
ケアプランの質向上への貢献が期待で
きることがわかった 

（２） 全国ベースでの分析により、①リハ
／リハマネジメントの実態の明確化、
②リハ／リハマネジメントの効果の検
証、③効果の高い介入方法の検証が可
能となることがわかった 

（３） 利用者ベースでの分析により、①主
体的なサービスへの関与の促進、②協
働プロセスを通じた利用者を中心とし
たサービス提供の強化、③利用者との
共有プロセスを通じたリハ職の思考力
やプレゼン力の強化が可能となること
がわかった 

（４） 事業所ベースでの分析により、①自
事業所の利用者特性、サービス提供内
容等の特徴に対する認識、②自事業所
のサービス効果の相対的なレベルに対
する認識、③これらを通じて、自事業所
のサービス改善策の検討、検証の支援
につながることがわかった 

（５） VISIT 情報と介護保険総合データベ
ースから得られる情報とを合わせるこ
と等により、リハマネジメントの評価
手法の見直しや計画手法の標準化が図
られることがわかった 
 

３. 教育・研修方法及びツール開発に関す
る研究 

１）PT 協会の生涯学習システムについて 
（１） 新人教育プログラムについて 

2013～2015 年度の卒業直後の新規入
会者に対する受講修了比率は 9 割前後
と非常に高い値を示していた 

（２） 認定理学療法士制度について 
2014 年度までは、毎年 300～400 名の

取得者数であったが、2015 年度より約
1,000 名の取得者数と飛躍的に増加し
ていた 

（３） 推進リーダー資格取得状況 
推進リーダーの数は全会員の 12％に至
っている。特定のモデル県（大分県など）
では地域包括ケアシステムの推進に大
いに貢献しているものの、全国レベル
ではまだまだ道半ばの感が強い状況に
あった。 

 
２）大学カリキュラムの検討 

卒業に必要な単位数 124 単位のうち、
生活期リハに必要な素養・能力に関連す
る科目の単位数は 6 単位であった 

 
３）リハカンファレンスの実態調査及び教

育ツール（DVD）の開発 
（１） リハカンファレンスに対する参与

観察から、①リハカンファレンスは多
職種連携の場と評価するも、個別リ
ハを優先するため、担当リハ職が参
加できない状況であった、②リハ職
は経営的な視点から、個別リハを優
先する傾向が強く、カンファレンス
などマネジメント業務への関心が弱
いなどがわかった 

（２） リハ職のファシリテーションスキ
ルを検証した結果、①録画・録音時間は
１時間 13 分であった。その映像と音声
を５名の分析者が 61 の文節に整理し、
次の７つのファシリテーションスキル
（傾聴、確認、言い換え（要約）、議論
を整理する、トラッキング（方向転換）、
沈黙への対応、安心できる場づくり）が
抽出された、②出現頻度が高かったス
キルは、傾聴、確認、言い換え（要約）
であった。これらのスキルは、単独で使
われている場面と、組み合わせている
場面があった。いずれも発言者の発言
をきちんと受け止め、安心して発言で
きる場づくりにも貢献していた。また、
発言と次の発言を上手く重ね、議論を
軌道に乗せる役割もあった、③今回の
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授業では、ファシリテーターが反論や
対立に対応している場面は見受けられ
なかったが、議論を整理する中で、異な
る発言を整理したり、トラッキング（方
向転換）で、判断の是非を問う発問を投
げかけたりすることで、議論を深めて
いた 

（３） ICF を活用したリハカンファレンス
の適切な運用に必要な要素の検討を行
った結果、①している活動（実行状況）
とできる活動（能力）に分けて分析する
こと、②参加と活動との関係は「一対
多」、つまり、ひとつの「参加」を実現
するためには多数の「活動」が必要にな
るため、結果として生活機能の維持・向
上が図れること、③ICF は統合モデル
であり、目標指向的な活動向上プログ
ラムプログラムであることから、職種
による「役割開放」を生み出しているこ
と、④カンファレンスの中で、リハ職の
相談・助言機能を高める役割が重要で
あることを確認できるなどを理解する
ことがポイントである 

などがわかった。 
 
４）多職種研修会（統合アセスメント研修

会）の試行とその評価 
（１） 参加者総数は延べ 161 名で、その内

訳は、理学療法士が約 40%、作業療法
士が約 17%、言語聴覚士が 4%、看護師
が約 16%、ケアマネジャーが 7%、その
他の職種が約 16%であった  

（２） 研修第 1 部の専門職による講義につ
いては「疾患に関する知識を多職種の
視点からいろいろと学べ、整理しやす
かった」という肯定的な意見が多かっ
た 

（３） 第 2 部の事例検討については「基礎
的な部分を各職種部門で理解した上で、
ホワイトボードに ICF で事例検討にて
話し合う手法は大変思考の発展を行い
易かった」「事例検討では各々専門職の
視点を学ぶことができた」との肯定的
な意見が大半であった 

５）多職種事例検討会の試行とその評価 
福井県、大分県、東京都、大阪府の 4

ヶ所で、定期的な事例検討会を開催した。
福井県では 1 年間で約 50 例の事例検討
を実施した（1 回 5 事例）。また、福井県
では、計 6 ケースに対する多職種検証会
議を行った。 

 
D. 考察およびＥ.結論 
１. 訪問・通所リハマネジメントの現状・課

題と改善策の検討 
１）事例検討会では、マネジメント内容及

びリハ内容が心身機能・身体構造に偏
っていること、その内容も不十分であ
ることが指摘され、対象者の生活ニー
ズに基づいた活動と参加を支援すると
いう視点の必要性、課題解決に向けた
明確かつ具体的な目標設定に基づくプ
ラン立案の必要性が示唆された。なお、
この傾向は、学生に対する意識調査で
も同様であった。すなわち、主として身
体機能の改善に焦点を当てた対応に留
まり、生活者としての評価・対応に欠け
るところが確認された。これらの課題
に対して、理学療法学科学部教育にお
いて、全人的理解を進める教育、分析手
法 を 獲 得 す る 教 育 、 IPE （ Inter 
Professional Education）などを実践し
ていく必要性が確認出来た 

２）利用者の課題では、心身機能、とくに運
動機能の割合が高く、日常生活上の課
題としても「歩行・移動」が 8 割に認
められた。最優先の課題としても約半
数に「歩行・移動」が挙げられ、ADL
の実情とはかい離した結果となってい
た。利用者は多領域に生活課題を有す
る場合が多いが、リハ職はその中の「歩
行・移動」系の課題に限定的に関わって
いる可能性が示唆された。全人的に利
用者を見る癖をつけることを促すよう
な教育を行う必要があると考えた 

３）対象者の生活機能を支援する包括的な
実践方法である生活行為向上マネジメ
ントの、インテーク～アセスメント～
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解決すべき課題の抽出と設定～計画策
定～実行～モニタリング～計画修正・
生活行為の引継ぎというプロセスを確
実に行うための作業療法士の能力を高
めるための養成教育及び卒後教育の更
なる充実が必要であると考えた 

４）生活期リハマネジメントに求められる
機能の検討から、 

（１） 社会的なニーズにこたえられるリ
ハ職を養成するためには、教育を受け
る学生や社会人、教育を実際に行う教
育者にとっても、目指す姿をイメージ
できるかどうかは重要な要素である。
そのためには、マーケットニーズの変
化や制度改正の同行などの背景を、教
育を担うものが理解し、適切に伝えて
いき、「求められるリハ職像」を共有す
ることが重要である 

（２） リハ職の多くは医療機関からキャ
リアがスタートし、多くの場合入院患
者の個人因子や環境因子といった個別
性の高い領域、すなわち入院患者のこ
れまでの生活歴や強みを見る視点は弱
い。在宅サービスに従事しない限り生
活場面をほとんど意識しないまま、入
院中の関わり方が継続されていく。こ
のため、IPE を在学中（入職前）に取り
入れることは医療職の意識を変えるこ
とが目的の１つであると意識すべきで
ある 

（３） 超高齢者が増加するなか、生活期に
関わるリハ職には、①他者（利用者、家
族、他の専門職など）を理解する力、②
利用者の全体像をおさえた上で、リハ
職として介入すべきポイントと内容を
整理する力、③適切な介入を行うこと
ができる力が必要となる 

と考えた。 
 
２. リハマネジメントデータ収集の仕組み

の構築とその活用に関する研究 
 VISIT の本格的運用に向け、収集したデ
ータの分析手法および事業所への分析結
果のフィードバック方法を検討した結果、

全国・事業所・利用者ベースでの分析によ
り、①効果的なリハマネジメント手法の検
証と標準化、②自事業所の特徴やパフォー
マンスの認識を通じた事業所の質向上、③
利用者とリハ職間の協働プロセスの機能
強化、④リハ職の考える力と説明する力の
強化が図られると考えた。 

 
３. 教育・研修方法及びツール開発に関す

る研究 
１）ICF を活用したリハカンファレンス

の検討から、 
（１） ICF のような統合モデルを伝授する

には、一職種だけでは限界がある。統合
モデルや共通言語は、教え込むのでは
なく、多職種による意見交換を通して、
一つひとつの STEP を踏みながら、合
意形成していくものである。統合モデ
ルでは、目標を達成するためには、役割
の重なりを認めることが必要である 

（２） 「参加」と「活動」との関係は「一
対多」であり、ひとつの参加を実現する
ためには多数の活動が必要になる。そ
のため、看護・介護職と協力し、フロア
での活動量を推進させる取り組みが効
果的になる。リハ職と看護・介護職が同
じフロアで活動することが望ましいが、
現実的には難しい。そのため、ICF を活
用したリハカンファレンスの中で、リ
ハ職の相談・助言機能を高めていくこ
とが望まれる 

と考えた。 
 
２）多職種研修会から、 
（１） 疾患を抱える生活障害者の全体像

を把握するには、疾患ごとにアセスメ
ントすべき事項を多職種で検討する必
要がある。臨床において多職種のアセ
スメントの視点の認知度は十分ではな
いが、今回の研修を通して、多職種がど
のような理由でどんなアセスメントを
しているのか、また何の情報に強く何
の情報に弱いのか、その弱い部分につ
いてはどの職種と連携するとよいのか
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等、具体的な連携のイメージにつなが
ったと考えられる。 

（２） 生活障害者に質の高いケアを行う
ためには、各職種によるアセスメント
すべき内容を統合化し、多職種で連携
することが必要である。リハ職が総合
的にマネジメントできるようにするた
めには、今回の研修会のような臨床家
を対象とした多職種による講義と事例
検討会等の卒後教育、及び、養成教育機
関による多職種のアセスメント内容や
それらを統合的にとらえるマネジメン
ト能力を養うカリキュラムなどの対策
を検討していくことが必要である 

と考えた。 
 
３）生活期リハ／リハマネジメント強化

のための教育・研修方法に関する検
討から、 

（１） ニーズ・緊急性の高い領域（生活
期リハ／リハマネジメント）におけ
る細分化した研修ステップを設け、
当該技術水準を着実に向上させる
人材育成のためのキャリアラダー
企画の推進が喫緊の課題である 

（２） ４年生大学におけるこれらの科
目に目を向けると、科目内容、講義・
演習・実習時間において、卒後、医
療機関において一定の指導を得な
がら理学療法・作業療法に当たるに
は足るものであると考えられる。一
方、「人」の「生活場面」で有効なサ
ービスを実現するためには、専門科目
に加えて哲学的素養、マネジメント能
力（情報収集力・情報分析力・情報伝
達力）が必須である 

（３） リハ計画の作成にあたっては、「健
康状態」や「機能・構造」に着目し予
後予測から見込めるリハ計画と、「個
人因子」といった対象者の将来の生活
像を目標に考えるリハ計画の両面性
が大切であり、多職種で協働すること
によりこれが可能になる 
 

（４） 各職種の専門性を理解したうえ
で、それぞれの強みを活かし、弱み
をかばう連携が必要であるが、これ
を実行するためには、それぞれから
出た意見を統合するコーディネー
ターの役割が重要であると考えら
れた。リハ職の課題としては、①他
職種間で互いが求めていることに
乖離があるため、自らの専門性と他
職種の専門性の強みと弱みに関心
を持ち、理解しあうこと、②対象者
の個人因子や環境因子をもアセス
メントし、課題を解決するためのプ
ロセスを明らかにしたうえで多職
種を巻き込こみながらそれぞれの
強みを活かせるよう働きかけるこ
との必要性が示唆された。端的に言
えば、多職種連携と課題解決のため
のマネジメント能力が課題である 

と考えた。 
 

リハ職はケアを必要とする人の全体像
を見渡すことできる教育背景をもつこと
から、多職種連携を中心的に推進するべき
職種であるはずである。ところが地域ケア
会議の場面等でその機能が十分に発揮さ
れていないことも否めない。このような課
題を解決するためには、リハ職への教育プ
ログラムとして、①ケアマネジメントの意
義を十分に伝え、リハ職がその任にあると
いう動機付け部分と、②それを具体的に実
践できるマインドと技術論に対する教育
の強化の 2 段階で考える必要があると考
えた。 
 
Ｆ．健康危険情報  
  なし 
 
Ｇ．研究発表 
１．論文 

1) 曽根稔雅、中谷直樹、遠又靖丈、辻一郎、
川越雅弘：訪問・通所リハビリテーショ
ン利用者の特性と課題に関する実態調
査、厚生の指標、65(3)、1-8、2018. 
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2) 川越雅弘：地域包括ケアにおける作業
療法士の役割、鳥取県作業療法学会誌、
13(1)、6-22、2017. 

3) 川越雅弘：マネジメントとは、OT ジャ
ーナル、50(8)、732-736、2016. 

4) 川越雅弘：ケア提供論―多職種連携に
焦点を当てて、社会保障研究、1(1)、114-
128、2016. 

5) 石川隆志：アセスメントの視点、OT ジ
ャーナル、50(8)、760-765、2016. 

6) 石川隆志：生活行為向上マネジメント
総論、新潟県作業療法士会学術誌、10、
12-27、2016. 

7) 第 1 回多職種を交えたリハビリ事例検
討会「茶道教室の再開を長期目標とす
る方への在宅支援」、OT ジャーナル、
50(7)、682-687、2016. 

8) 第 2 回多職種を交えたリハビリ事例検
討会「誤嚥性肺炎を繰り返す方への在
宅支援」、OT ジャーナル、50(9)、
1018-1023、2016. 

9) 第 3 回多職種を交えたリハビリ事例検
討会「経口摂取の継続に意欲的な、グル
ープホームに入居中の ALS の方への支
援」、OT ジャーナル、50(10)、1124-1129、
2016. 

10) 第 4 回多職種を交えたリハビリ事例検
討会「趣味活動に向けた外出支援への
アプローチ」、OT ジャーナル、50(11)、
1226-1231、2016. 

11) 第 5 回多職種を交えたリハビリ事例検
討会「外傷性脳損傷による高次脳機能
障害を呈した事例」、OT ジャーナル、
50(12)、1316-1321、2016. 

12) 第 6 回多職種を交えたリハビリ事例検
討会「屋外歩行能力維持のため地域の
社会資源の活用が必要な事例」、OT ジ
ャーナル、50(13)、1416-1421、2016. 

13) 第 7 回多職種を交えたリハビリ事例検
討会「日常生活行動にこだわりが強く、
とじこもりがちな事例」、OT ジャーナ
ル、51(1)、56-62、2017. 

 
 

14) 第 8 回多職種を交えたリハビリ事例検
討会「身体症状の不安感より活動的に
過ごせない方への在宅支援」、OT ジャ
ーナル、51(2)、152-157、2017. 

15) 第 9 回多職種を交えたリハビリ事例検
討会「生活行為向上マネジメントで本
人・家族と目標を共有した事例」、OT ジ
ャーナル、51(3)、236-242、2017. 

16) 第 10 回多職種を交えたリハビリ事例
検討会「複数の疾患を抱え転倒と入退
院を繰り返す事例」、OT ジャーナル、 
51(4)、330-336、2017. 

17) 第 11 回多職種を交えたリハビリ事例
検討会「ADL 動作の安定性・耐久性が
低下した事例」、OT ジャーナル、51(5)、
418-425、2017 

18) 第 12 回多職種を交えたリハビリ事例
検討会「独居で転倒リスクがある事例」、 
OT ジャーナル、51(6)、502-508、2017. 

19) 第 13 回多職種を交えたリハビリ事例
検討会「できる ADL としている ADL
の乖離がある事例」、OT ジャーナル、 
51(7)、594-601、2017. 

20) 第 14 回多職種を交えたリハビリ事例
検討会「訪問リハにより機能を改善し
社会資源活用へつなげる事例」、 OT ジ
ャーナル、51(10)、1036-1042、2017. 

21) 第 15 回多職種を交えたリハビリ事例
検討会「若年性脊髄損傷者の復職に向
けた在宅リハの事例」、 OT ジャーナル、 
51(12)、1216-1223、2017. 

22) 第 16 回多職種を交えたリハビリ事例
検討会「装具の実用的使用に向けた支
援をしている 9 歳男児の事例」、OT ジ
ャーナル、52(1)、68-75、2018. 

23) 第 17 回多職種を交えたリハビリ事例
検討会「原因不明の重度精神発達遅滞
で在宅生活継続を検討している事例」、
OT ジャーナル、52(3)、258-265、2018. 
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24) 統合ケアマネジメント事例検討会「躁
うつ病でリストカットほのめかす女性。
ADL 低下するが家で暮らしたい。ケア
マネージャーとしてどうすればよい
か」、月刊ケアマネジメント、27(4) 、
52-57、2016. 

25) 統合ケアマネジメント事例検討会「統
合失調症と肺気腫の 65 歳男性。ストレ
スに弱く在宅酸素導入ができない。今
後どう支援したらいいのか」、月刊ケア
マネジメント、27(5) 、54-59、2016. 

26) 統合ケアマネジメント事例検討会「糖
尿病で足を切断。妻はうつで入院。娘は
仕事が忙しく、本人が日中独居。どうし
たら状態を低下させずに支援できる
か」、月刊ケアマネジメント、27(7) 、
44-49、2016. 

27) 統合ケアマネジメント事例検討会「円
背で歩行に自信がない女性。家族に「危
ない」と家事を止められている。「自分
で歩きたい」と強く希望。どんな支援が
考えられるか？」、月刊ケアマネジメン
ト、27(8) 、44-49、2016. 

28) 統合ケアマネジメント事例検討会「仕
分ける作業に没頭し少ししか食べない
90 代前半の女性。グループホームで他
の入居者から文句が。どう対応したら
いいか？」、月刊ケアマネジメント、
27(9)、46-51、2016. 

29) 統合ケアマネジメント事例検討会「90
代でがん末期の女性。最後は緩和ケア
入院を希望。ケアマネージャーは在宅
看取り可能性を模索」、月刊ケアマネジ
メント、27(11)、48-53、2016. 

30) 統合ケアマネジメント事例検討会「認
知症や身体機能の低下で要介護 4。80
代女性「自宅のお風呂に入りたい」。専
門職は「訪問入浴サービスに」。迷うケ
アマネージャー」、月刊ケアマネジメン
ト、28(1)、38-44、2017. 

 
 
 
 

31) 統合ケアマネジメント事例検討会「脳
梗塞の後遺症のある 70 代の男性 リハ
ビリに強い拒否 足が弱りトイレまで
間に合わない 妻が困っている」、月刊
ケアマネジメント、28(2)、44-50、2017. 

32) 統合ケアマネジメント事例検討会「糖
尿病、脳梗塞、心筋梗塞のある一人暮ら
しの 80 歳代女性 家の中が片づかず
転倒の危険大」、月刊ケアマネジメント、
28(3)、48-54、2017. 

33) 統合ケアマネジメント事例検討会「高
齢者住宅に住む 80 代女性 元看護師 
自分で薬を管理 老年期精神病で幻聴
がある」、月刊ケアマネジメント、29(1)、
42-48、2017. 

 
2．学会発表 
  なし 
 
Ｈ．知的所有権の出願・登録状況 
  なし 
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